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宅地造成を誰が行ったかどうかは地目の判定に影響を

及ぼすものではなく、かつ又本件土地は課税時期にお

いて建築途上の共同住宅の敷地があるので、宅地と解

するのが相当とした事例   

（名裁（諸）平 11 第 52 号 平成 11 年 12 月 22 日裁決） 

 

1.本件土地の概要 

（１）本件Ｂ土地 

甲土地（田、1011 ㎡）と乙土地（田、376 ㎡）を併せ

て本件Ｂ土地という。本件Ｂ土地のうち、甲土地は平

成 8 年 3 月 28 日に地目が宅地に変更され、宅地 983.21

㎡（以下Ｃ宅地という）と公衆用道路 28 ㎡（以下Ｄ道

路という）になり、乙土地は平成 8 年 3 月 28 日に地目

が雑種地に変更された。（以下この土地をＥ雑種地とい

う）Ｃ宅地は、本件共同住宅の敷地として、Ｅ雑種地

は本件共同住宅に係る駐車場として、それぞれ使用さ

れている。 

 

2.請求人らの主張 

（イ）本件Ｂ土地の現況 

本件課税時期における本件Ｂ土地の現況は宅地となっ

ているが、この宅地の造成及び本件共同住宅の建築は

被相続人名義で契約を行ったものであるところ、当時、

同人は病気のため自分自身で判断し決定できる状態で

はなく、この契約は■■■が一存で行ったものである。

したがって、この宅地造成は被相続人の意志の及ばな

いところでなされたものであるから、本件Ｂ土地の価

額は、宅地造成前の農地として評価すべきである。 

（ロ）借地権の存否 

仮に、本件Ｂ土地を宅地として評価する場合、本件Ｂ

土地上には本件課税時期において、実質の所有者を■

■■とする建築途上の本件共同住宅が存在し、更地と

しての利用が制限されているから、借地権相当額を控

除すべきである。 

 

3.審判所の判断 

（１）本件Ｂ土地の価額について 

本件Ｂ土地の価額の評価に当たり、宅地で評価するか、

宅地造成前の農地で評価するかについて争いがあるの

で、以下審理する。 

イ認定事実 

■■■は、異議審理庁所属の担当職員に対し、要旨次

のとおり申述している。 

（イ）被相続人は、平成 5 年 9 月ころから病気のため

入院して手術を受けたが、同年 10 月ころからは意識不

明の状態が継続し、相続開始（■■■■■）に至った

ものであり、本件Ｂ土地の宅地造成工事及び本件共同

住宅の建築工事の意思決定には全く関与していない。 

（ロ）本件Ｂ土地の宅地造成工事を含む本件共同住宅

の建築請負契約の名義及び本件借入金の名義が、いず

れも被相続人の名義で行われているのは、本件Ｂ土地

の名義が被相続人にあることを理由としたものであり、

これらの行為は被相続人が病気の為意識不明の状態で

あったことから同人の了解を取ることなく、■■■が

単独で行ったものである。 

（ハ）本件課税時期においては、本件Ｂ土地の宅地造

成工事はすべて完了しており、本件共同住宅の建築完

成割合は、80％ないし 90％である。 

ロ 土地の評価上の区分 

評価通達等に基づき評価された価額は合理的であると

解されているところ、地目は、すべて課税時期の現況

によって判定し、地目の区分は、不動産登記事務取扱

手続準則第 117 条《地目の定め方》及び第 118 条に準

じて判定する旨定めている。 

したがって、たとえ、登記簿上の地目が農地であって

も、課税時期の現況が宅地である土地は、宅地として

評価することとなる。 

ハ 本件Ｂ土地の地目の現況 

本件Ｂ土地の地目の現況をみると、基礎事実並びに上

記の■■■の申述から、本件課税時期においては、本

件Ｂ土地上に建築途上の本件共同住宅が存在しており、

本件Ｂ土地は、本件共同住宅の敷地として利用されて

いる土地であることが認められる。 

また、評価通達 7 の定めから判断すると、本件の場合、
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宅地造成を誰が行ったかどうかは、地目の判定に影響

を及ぼすものではないと認められる。 

以上のことから本件 B 土地の課税時期における地目の

状況は宅地と解するのが相当である。本件Ｂ土地を農

地として評価すべきである旨の請求人らの主張には理

由がない。 

ニ 借地権の存否 

次いで、請求人らは、仮に、本件Ｂ土地が宅地として

評価される場合、本件課税時期において、本件Ｂ土地

上には実質の所有者を■■■とする建築途上の本件共

同住宅が存在し、更地としての利用が制限されている

から、借地権相当額を控除すべきである旨主張するの

で、借地権相当額を控除すべきか否かについて、以下

審理する。 

（イ）本件Ｂ土地の宅地造成工事を含む本件共同住宅

の建築請負契約は、いずれも被相続人名義で行われて

いるものの、被相続人はこれらの工事について全く関

与しておらず、これらの行為は■■■が単独で行った

ものであるとすることから、本件Ｂ土地の使用につい

て、被相続人と■■■との間に①特段の契約、②地代

の授受、③権利金等の授受があったとは認めることは

できない。 

（ロ）そうすると、被相続人の意識不明の状態がどの

程度であったか定かではないが、被相続人と■■■が

親子関係にあった当時生計を一にしていた点を考慮に

入れてこれらを総合判断した場合、本件Ｂ土地の使用

関係は、これを使用貸借に基づくものと推認するのが

相当である。 

（ハ） 

本件Ｂ土地は、■■■の使用貸借による敷地利用権の

目的とされていたものであり、使用貸借による土地の

敷地利用権は、借地権のように借地借家法上の保護を

受ける強い権利に比較して、いわば権利性の薄弱なも

のであり、専ら当事者の信頼関係のみを基盤とするの

が通例であり、経済的価値を有しないものと解されて

いることから、本件Ｂ土地に係る■■■の敷地利用権

の価額は零円として評価するのが相当である。 

（ニ）また、一歩進んで、請求人らが主張するように、

本件共同住宅の建築当時、被相続人が病気のため意識

不明で全く判断能力がない状況にあったため本件Ｂ土

地について使用貸借契約を締結することが不可能であ

ったとしても、■■■が被相続人の了解を得ずに本件

Ｂ土地に本件共同住宅を建築した行為について、本件

Ｂ土地の敷地利用権を保護する法益はないと解するの

が相当である。 

（ホ）以上のことから判断すれば、本件Ｂ土地の評価

について、自用地としての価額から控除される敷地利

用権の価額はないものとするのが相当であり、請求人

らの主張には理由がない。 

 

 

 

 

以上 

------------------------------------------------ 

◆メルマガの配信停止は下記メールフォームから 

お願い致します。 

（http://www.erea-office.com/contact/） 

------------------------------------------------ 
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